





























































































































































































一方、米国では、2001 年 1 月の教育改革にて、「す
べての学校で小学校 3 年生には読み書きを身につ
けさせる」ことを目標とし、2002 年に、NCLB（No 



















時点では、小学校では 22,622 人（全体の 0.33％）、




















































































































































200 万円に満たない世帯は 6.6% である 17,18。児童










































がかかる（小河 ,2014）。例えば、一人 1 万円のタ
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